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人材育成への支援欠如

　理系職業離れを解決する為、研究者、技術者においては産学
連携が活発に行われているが、人材育成においても多くの企業
関係の方が心配されており、ぜひ連携していこうという意見を
もらっている。私共は理数産学連携と言っているが、今後は産
学官連携も共同研究だけではなく、大学院でのインターンシッ
プ、更には小中学校、高校における場での産学官連携というの
も益々必要である。
　ところが、大学の後半、大学院はどうなっているのかという
心配が尽きない。大学院になると研究に関する支援は多いが、
人材育成、教育に関する支援は相対的に薄い印象を受けている。

　また、日本の子供は環境が好きなのだが、環境に対する捉え
方の大部分が、環境がダメになる為、何もしない方が良い、自
然のままが良いという事が非常に強く表れている。日本の若者
は、科学技術を悪であると考えている点で世界から抜きんでて
いるのである。このような中、大学をどうするのかというのが
大きなポイントとなっている。

理系職業につきたい高校生 “ 世界最下位 ” の日本

　ここに理系職業離れを象徴する数字がある。世界では、平均
37％の高校生が理系職業につきたいと答えている中、日本の
場合は 23％であり、名実ともに「世界最下位」だ。

　SIGGRAPH2009 が 6 月に発表された。今回発表した日本の
研究者は 5 人。この 5 人の内、東京大学の五十嵐先生に話を伺っ

大学院生が企業研修に行って成果が生まれる

　SIGGRAPH(Special Interest Group on Computer GRAPHics)
という、アメリカのコンピュータ学会 (ACM) のグラフィック
ス (CG) で世界的に有名な学会がある。この SIGGRAPH の中で
も PAPERS という、いわゆるこの分野での基礎研究、新しい知
見を生み出すものがある。この PAPERS でどういう論文が選定
されているか、一つ一つ分析していった所、大学と企業の連合
による論文がかなりの数を占めているということがわかった。
約 3 割は大学と企業の共同研究から優れた成果が出ている状況
にあるのだ。

た所、次のような意見を聞くことができた。
「大学院生が夏季休暇中などに企業に研修に行き、そこで研究
を行っている。多くの斬新な成果は、このような中から生まれ
ている。」
　こういった全体的な視点は今までなかったが、優れた成果は
大学と企業の連合ということのみでなく、大学の中では大学院
生が中心になっているという指摘を受けた。論文を投稿する際
に、今年の SIGGRAPH の PAPERS だけでも、約半分がこれに
該当するようである。
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大学院レベルの人材育成を

　第 4 期科学技術基本計画をどうするのか。大学計画が一つの
ターニングポイントとなるだろう。この中で、人材の問題、特
に大学院レベルで人材育成をどうするのかという点が大きな
テーマになるのは間違いなく、今後とも多くの方と議論を重ね
ていきたい次第である。
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あとがき
Afterword

世界に通用する人材育成を目指して
　グローバリゼーション時代を迎え、世界は国境を超
えた熾烈な高度人材獲得競争を行っている。日本もこ
のような人材を獲得すると共に、輩出する国になって
いくことが重要だ。（注：グローバリゼーション（ Globalization）は、

社会的あるいは経済的な連関が、旧来の国家や 地域などの境界を越え

て、地球規模に拡大して様々な変化を惹き起こす現象。出典：ウィキ

ペディア Wikipedia）。
　ここで藤本勝司・日本板硝子会長の言葉を紹介しよう。

　「グローバルな競争の時代には、如何に垣根を越えて
ベストな人材を選ぶかが成功の鍵となる。事実、弊社
の英国ピルキントン社との統合においても、人種や国
籍、買収する側・される側といった見方を捨てて、適
材適所に人材を配置することが最大の決断であった」

　と、まさに時代はグローバル化していると適格に述
べておられる。我が国は２００４年 5 月の第 1 ５９通
常国会で衆議院に議員立法として「コンテンツの創造、
保護及び活用の促進に関する法律」、（通称：コンテン
ツ振興法 ) が提出され成立した。コンテンツ（※本法第 2 

条では「映画、音楽、演劇、文芸、写真、漫画、アニメーション、コ

ンピュータゲームその他の文字、図形、色彩、音声、動作若しくは映

像若しくはこれらを組み合わせたもの。又はこれらに係る情報を電子

計算機を介して提供するためのプログラムであって、人間の創造的活

動により生み出されるもの」と定義されている）産業の活性化に
資する国・自治体・一般国民の責務を定めている。
　グローバル化はコンテンツ大国を標榜する我が国
が、新興分野 の産業国際競争力を向上させることにつ
ながる。グローバリゼーションには各方面に賛否両論
の意見がある。ウィキペディアを引用すると、グロー
バリゼーションの傾向が認められる現象には 3 つの流
れがあるようだ。

（1）第二次大戦後に地球規模化した現象、

（2）世界恐慌最中の 1930 年代前半に失われ現在に
復活している現象、

（3）米ソ冷戦終結後の 1990 年代の地球規模化した
現象の 3 つである。

　これらの現象には、ヒト・モノ・カネと情報の国際
的な流動化が 含まれる。また科学技術、組織、法体系、
インフラストラクチャーの発展がこの流動化を促すの
に貢献した。一方で、様々な社会問題が国家の枠を超
越し、一国では解決できなくなりつつある特徴を持つ。

例えば、新型インフルエンザ、エイズ、マラリア、結
核など各国の脅威となる感染症も地球課題になってい
る。本講座に関係する地球規模化が認められるものは
を以下に抜粋してみる。 

・世界経済の融合と連携深化。 

○特にインターネット、通信衛星、電話などの技
術を使った国境を越えるデータの流れが急増
すること。

○地球規模的に適用される標準、基準などの増加。
（例：著作権法）

・異文化交流の機会増加。 

○増大する国際的な文化の交換、交流。例とし
てはハリウッド映画の輸出を通じてのアメリ
カ文化の拡散が挙げられる。

○文化の同化、融合、欧米化、アメリカ化（ア
メリカニゼーション）、日本化及び中華化を通
じての文化差異の減少。

　他に政治主体の一元化、社会問題の世界化、 地球全
体の環境問題等がグローバル化する。
＊議論すべき項目は他にも多く存在することを断わっておく。

　本講座は世界の流れに即して、我が国が目標を定め
たことに沿った人材の養成に重きを置き設えられた。
そういう意味でも設置開講の意図を再度反芻する必要
がある。なぜなら中国は昨年の市場流通規模（約 15 
兆円）で日本（約 14 兆円）を抜いた。経済環境の悪
化も重なり、メディア・コンテンツ産業界も大きなパ
ラダイムシフトが起きている。当然、新たなインテリ
ジェンス・リテラシー（情報収集力、発信力などの知
的能力）が人材に求められる。
　また日本の置かれた状況は、相対的な経済的地位の
低下で、間もなく世界第２位の地位を中国に譲ること
が確実になっている。世界のＧＤＰに占める日本の比
率は、１９９４～９５年のピーク時の１８％から８％

（２００７年）に低下。一人あたりのＧＤＰは、９３年
の第２位から１９位（２００８年）に落ちている。平
均成長率は４．２％（７４～９０年度）から１．０％（９１
～０８年度）に下がっている。
　社会現象も激変している。少子・高齢化の進行
だ。人口は２００４年をピーク（１億２７７９万
人）に、２０５５年予測値で８９９３万人にまで減少
する。高齢化率は、４０．５％。合計特殊出生率１．
３７％（２００８年）。さらに注目しなければならな
いのは、中国、ブラジル、インドなど新興国の台頭
で、サミットも『Ｇ８からＧ２０』になるといわれて
いる。グローバル化する世界の動きの中で、日本人の
国際感覚の遅れも問題にされる。国際貢献分野でも日
本政府の拠出額は減少している。ＯＤＡ予算は、９７
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年度のピークからほぼ半減。（１兆１６８７億円から
６１８７億円）にまで落ち込んだ。ＯＤＡ実績（ネッ
ト）は、２０００年までの１位から５位に。国連分担
率の低下もある。２０％超から１６％程度に低下し、
さらに現在は１２．５３％にまで落ちている。こうした
環境は大学に入学する若者を内向きにする影響でも語
られる。大志を抱いた学生は少なく、小さく縮んだ印
象が特徴だ。内向きの特徴を観るのに、海外留学の減
少があげられる。中でも米国留学が大幅減。１位だっ
た４５５３１人（９５/ ９６年）から５位に転落し、
２９２６４人（０８/ ０９年）になっている。その間に新興
国のインドからの米国留学は１０万人を超え、中国か
らも１０万人弱に達する伸びがみられるようになった。
日本人の主な海外留学生数は２０００年前半で、７～
８万人程度で国際流動性も低い。コンテンツ大国を標
榜する我が国の政策が、辺境国家を目指すような内向
き思考では、すでに国境意識の薄れた映画等のコンテ
ンツづくり「国際共同制作時代」を読むことは難しい。

　本書冒頭で藤本勝司・日本板硝子会長の言葉を借りて
述べたとおり、新興分野の人材養成の対象「学生を主役」
に、「今まさに求められる人材」像とは何かを明らかに示
し、育むことが筆者の目指した人材養成教育である。特
に「コンテンツ系の人材養成」は、流行やモードに敏感
にならなければならない。社会の現場と距離を離し、大
学に閉じこもった教育では、企業の求めに沿ったキャリ
ア養成の実現は不可能に近い。むしろキャリア発達を推
進する産学連携教育のあり方が求められる。一方、クリ
エーターや、デザイナーといわれる職能者を育てる大方
の教育機関では、必要な技能教育・専門教育が中心であり、
その域から出ようとしない。これでは制作に国境意識が
薄れた映画やゲーム業界等の技術の進化、あるいは変化
の速度が特別速い地上デジタル放送化するテレビ・音楽
等のコンテンツ業界との距離は埋まらないだろう。
　人材の本質は彼等が、どこの土地で、誰に、どのよう
な教育を施されたかによって成長の度合いが大きく異な
る。では今、世界で求められている人材とは、どういう
タイプなのか？ 2009 年 7 月 13 日に本講座で主催した
インターンシップシンポジウムにおいて、イタリアサ
ミットの都合で当初予定していた講演に来られなくなっ
た外務省大臣官房審議官・山本栄二氏からの届けられた
メッセージを参考に以下にまとめてみた。

第一に、心身ともにタフであること。

第二に、発信力を持つこと。

第三に、課題・ルール・規範・標準・制度・政策づく
りをリードし積極的に貢献すること。

              （ スタッフでは政策づくりに入れない）。

第四に、多様な文化・民族・価値観の違う世界で、じっ
くり話を聞き、調整できること。

九州大学大学院芸術工学研究院
先導的デジタルコンテンツ創成支援ユニット

研究統括班知財化促進委員会委員長
知財化促進・インターンシップ指導教員

博士（人間環境学）

特任教授　砂田 向壱

第五は、 自分で主体的に読み、書き、話し、行動すること。

第六、 　 専門分野で国際的経験を持つこと。

第七、　  修士以上の学位は積極的に活かすこと。

第八は、 当然の前提として英語できちんとコミュニ
ケーションができること。

           （ 訛りやスピーキングの下手は問題ではない。論理
的にわかりやすく相手に伝える能力を養うこと） 

　日本を取り巻く国際環境は目まぐるしく変化してい
る。目の前の大学も然り、学問自身が大きく変化し、学
問を取り巻く環境もまた変化してきた。その変化に驚く
とともに、さまざまな人々と日本の未来について議論を
交わしてきた。避けようがないグローバリズムの前で、
日本とはどういう国なのか、それを知るには他の国を知
らなければならない。世界では優秀な人材、学生を確保
するために熾烈極まる競争が大学間に起きている。グ
ローバリゼーションはその国の伝統文化や宗教、思想に
関わらず絶えず変化する常態にある。本講座の目指すと
ころは、グローバル化した世界で活躍できる人材教育の
追及である。社会人基礎力を強化するインターンシップ
教育は、こうした社会の姿、実体験を通じて得られる動
向を、直に学生が大学に持ち帰り、大学の変革を助長す
るインテリジェンス効果を生み出すことを最大の目的に
しなければならない。そのためには、進路指導ができる
教員、インターンシップ・コーディネーター教員の養成
を含め、大学教員の再教育が喫緊の課題であろう。競争
と変化が激しいグローバル化した社会。筆者が拘る人材
養成は、平均的人材ではない。ルールづくりに積極的に
関わり、イニシアティブをとるタフな人材、すなわちリー
ダーシップを発揮できる人材、多少は尖った突出人材の
養成にある。肝要はインターンシップ教育の充実であり、
そのために解決すべき喫緊の課題は、圧倒的に不足して
いる指導教員の養成だ。文脈のなかに登場する履修生達
は、文部科学省をはじめ霞が関の現職官僚とも多く接し、
直に我が国の立たされている現状を聞き、議論してきた。
他の講座では味わえない大きな収穫であったはずだ。ま
た本講座の設立時から長きに渡りご支援いただいた日本
経団連、NII 国立情報学研究所、西日本新聞社、電通九
州、株式会社シンク、NHK 福岡放送局をはじめ、終章
で紹介する論客ゲストから賜った熱いご提案や、その他
多くの方々に多大なるご支援、時には厳しいご指導や温
かいご好意に甘えさせていただいた。心から深謝の意を
表すと共に、最終となる本年度の本報告書の出版にあた
り、この場を借りて重ねて厚く御礼申し上げる。
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